
（市財政の健全性を判断する指標）

①実質赤字比率…一般会計など（※1）の実質赤字が標準財政規模（※2）に占める割合

②連結実質赤字比率…本市の全会計の実質赤字（または資金不足額）が標準財政規模に占める割合

③実質公債費比率…一般会計などが負担する公債費が標準財政規模に占める割合

④将来負担比率…一般会計などが将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合

（公営企業の経営健全性を判断する指標）

①資金不足比率…資金不足額が公営企業会計（※3）の事業規模に占める割合

※3 公営企業会計…市では、「公共下水道事業会計」「農業集落排水事業特
別会計」「水道事業会計」「栗東駅前土地区画整理事業特別会計」がありま
す。

※1 一般会計など…市では、「一般会計」「土地取得特別会計」「墓地公園特
別会計」「栗東新都心土地区画整理事業特別会計」があります。

★「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が、平成19年6月に公布されまし
た。

★この法律は、地方公共団体の財政状況にかかる情報の公開度、透明度を高めるこ
とにより、その団体の財政事情を市民の皆さんによりわかりやすくすることと、財
政事情の悪化を未然に防ぐという目的を備えたものです。

★この法律では、特別会計や公営企業会計も合わせた連結決算により、地方公共団
体の財政の健全性を判断する下記①～④の指標（財政健全化判断比率）と、公営企
業の経営健全性を判断する指標（資金不足比率）で明らかにし、「早期健全化」と
「財政再生」の2段階で財政の悪化具合をチェックします。

★この比率は、平成19年度決算から公表が義務づけられ、平成20年度決算以降は、
いずれかの比率が早期健全化基準を超える団体は、「早期健全化計画」、財政再生
基準を超える団体は「財政再生計画」の策定が義務付けられ、財政の健全化に努め
なければなりません。

※2 標準財政規模…地方公共団体の一般財源（使途が特定されていない財
源）の標準規模を示すもので、税収入・各種譲与税・県税交付金などで構成さ
れます。

平成28年度決算の栗東市
財政健全化判断比率等を公表します。



○平成28年度決算における栗東市健全化判断比率
（単位：％）

区分 栗東市 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 赤字なし 12.87 20.00

連結実質赤字比率 赤字なし 17.87 30.00

実質公債費比率 16.7 25.0 35.0

将来負担比率 174.0 350.0 制度なし

※「実質赤字比率」と「連結実質赤字比率」の早期健全化基準は、栗東市の財政力に応じた数値となっています。

○平成28年度決算における栗東市資金不足比率
（単位：％）

会計 栗東市 経営健全化基準 財政再生基準

公共下水道事業会計 不足なし 20.0 制度なし

農業集落排水事業特別会計 不足なし 20.0 制度なし

水道事業会計 不足なし 20.0 制度なし

栗東駅前土地区画整理事業
特別会計 不足なし 20.0 制度なし

公営事業会計 公営企業会計

・一般会計 ・国民健康保険特別会計 ・公共下水道事業会計 ・湖南広域行政組合 ・滋賀県信用保証協会
・土地取得特別会計 ・介護保険特別会計 ・農業集落排水事業特別会計 ・滋賀県後期高齢者医療連合
・墓地公園特別会計 ・後期高齢者医療特別会計 ・水道事業会計 ・滋賀県市町村退職手当組合

・滋賀県市町村研修ｾﾝﾀｰ

○栗東市の健全化判断比率の算定対象イメージ図

一部事務組合等
地方公社

第三ｾｸﾀｰ等

栗東市

  今後も、中長期的な財政見通しをもって、早期の財政健全化に向けた取り組みを進めていき
ます。市民の皆さんのご理解をお願いします。

  上記の表のとおり、本市の平成28年度決算における健全化判断比率は、いずれも早期健全
化基準を下回っています。

  将来負担比率については、市の負担する債務残高を低減させたことなどにより、昨年度の
指数（186.1）から12.1ポイント減少しました。しかし、他市との比較においては依然として非常
に高い水準ですので引き続き低減努力を行います。また、実質公債費比率については昨年度
（17.3）と比較し0.6ポイント減少しました。しかし、平成25年度に市土地開発公社の抜本的改
革として、第三セクター等改革推進債を発行したことから、今後、その償還増が比率に影響を
及ぼします。

・栗東新都心土地区画整理
事業特別会計

・栗東駅前土地区画整理事業
特別会計

一般会計など
特別会計

実質赤字比率 資金不足比率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率（16.7％）

将 来 負 担 比 率（174.0％）


